









　我が国では 2016 年 5 月銀行法等改正法において，銀行等による金融関連 IT企業等へ
















（1） 日本銀行決済機構局FinTech センター長河合祐子「FinTech が描く未来」日本証券アナリスト協会講演（2017
年 8 月 22 日）。
（2） 辻岡将基・白澤光音『「近時のFintech に関する法制と動向」～諸外国の事例も踏まえて～』TMI 総合法律事
務所セミナー講演（2017 年 11 月 30 日）1-69 頁参照。金融庁出向経験なども踏まえて関連する法制度全体
の最新の動向をまとめている。
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プ」第 1回会合（2017 年 11 月 29 日）が開催されている（3）。
2．各分野毎の整理
　最初にFinTech 関連業務と法制度の大まかな整理を行っておきたい。















電子募集取扱業務（金融商品取引業等に関する内閣府令 70 条の 3第 3頂）の関連
規制が整備された。③第二種金融商品取引業者として登録が必要となる。




（3） 金融審議会「金融制度スタディ・グループ」（第 3回 2018 年 1 月 17 日開催）討議・参考資料。
（4） 人工知能を利用し資産運用，資産管理のアドバイスを行うサービスおよびシステム。
―198―





























会社の場合は 15％）を超える議決権を取得・保有することができる（同法 16 条
の 2，52 条の 23 など）。前記の基準議決権数を超える議決権の取得等には，原則
（5） 横山淳「FinTech，仮想通貨などを巡る銀行法等改正法，成立 5％ルール，グループ経営管理，仮想通貨交
換業者など」大和総研（2016 年 3 月 25 日）1-6 頁，同「銀行の議決権保有規制等の緩和銀行法の 5％ルー
ルなどの見直し」大和総研（2016 年 4 月 13 日）1-10 頁参照。
（6） グループ全体の資金運用や共通システムの管理など。金融審議会「金融グループを巡る制度のあり方に関す
るワーキング・グループ報告～金融グループを巡る制度のあり方について～」（2015 年 12 月 22 日）6頁。
金融庁「『情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律案』に係る説
明資料」（2016 年 3 月）3-6 頁。











































議決権保有規制（5％ルール）の適用除外対象にも追加される（銀行法等改正法 16 条の 4
―200―
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第 1項）。認可基準等については特段の規定は設けられず，今後の政令・府令・ガイドラ
イン・実務運用などに依拠することになる。
第三章　FinTech 関連の 2017 年銀行法改正－オープンAPI による決済サービスの進展―






































































す（同 52 条の 61 の 8）。利用者に対する説明（電子決済等代行業者の権限に関する
（10）横山淳「電子決済等代行業，オープンAPI に関する 2017 年銀行法改正の概要」大和総研（2017 年 6 月 5 日）
1-8 頁参照。
―202―






（誠実義務）（同 52 条の 61 の 9）。電子決済等代行業者は，電子決済等代行業を行
う前に銀行との間で契約を締結して次の事項を定めなければならない（電子決済等







義務，報告書作成・提出義務を課す（同 52 条の 61 の 12，13）。当局の電子決済等
代行業者に対する監督権限（業務改善命令，業務停止命令，報告徴取，立入検査など）
を整備する（同 52 条の 61 の 14～17）。
　（d）　電子決済等代行業者の自主規制機関として認定電子決済等代行事業者協会に関す
























ビ ス 指 令（PSD：PaymentServicesDirective） を 改 正 し て い る（PSD2：Revised






決済口座にかかる決済指図を伝達するサービス（PSD2 第 4 条第 15 項）。②口座情報サー
ビス提供者（AISP：AccountInformationServiceProvider）　利用者が他の決済サービ
ス提供者（銀行，電子マネー事業者，決済サービス事業者）に開設された 1つまたは複数



















































換業者）でなければ行うことは許されず（同 63 条の 2），違反者は刑事罰対象となる（同
107 条 5 号）。
（b）　仮想通貨交換業者の業務に関する規定，監督規定の整備（利用者保護のためのルー
ルの整備等）　仮想通貨交換業の登録を受けた仮想通貨交換業者に対して，次のよう
（15）横山淳「仮想通貨を巡る制度整備」大和総研（2016 年 5 月 20 日）1-17 頁参照。一橋大学大学院フィンテッ
ク研究フォーラム共催カンファレンス『ビットコインなどの仮想通貨とブロックチェーンの展望』（2018 年
2 月 9 日），同『フィンテック時代のコーポレートガバナンスと会計戦略』（2017 年 7 月 19 日）。
（16）金融審議会「決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ報告～決済高度化に向けた戦略的取組み～」






防止，手数料等の仮想通貨交換業にかかる契約内容など）（同 63 条の 10），利用者が
預託した金銭・仮想通貨の分別管理（18）（同 63 条の 11），仮想通貨交換業者に関する金
融ADR制度（金融分野における裁判外紛争解決制度）の導入（同 63 条の 12，99 条
～101 条など）。
　　　仮想通貨交換業者に対する当局による次の監督規定を整備する。帳簿書類の作成・
保存（同 63 条の 13），事業報告書（19）の当局への提出（同 63 条の 14），立入検査等（同
63 条の 15），業務改善命令等の処分権限（同 63 条の 16 など）。
（c）　マネーローンダリング・テロ資金供与対策　仮想通貨交換業者に対して口座開設時
における本人確認義務などを適用する（銀行法等改正法に基づく犯罪による収益の移























（23）第 186 回国会答弁書第 28 号（内閣参質 186 第 28 号 2014 年 3 月 7 日）。
―206―
































































（25）LEX/DB25541521/ 東京地方裁判所平成 27 年 8 月 5 日判決（第一審）/平成 26 年（ワ）第 33320 号。鈴木尊
明「ビットコインを客体とする所有権の成立が否定された事例」TKCローライブラリー『新・判例解説




（26）矢作大祐「仮想通貨が内包するリスクと各国の対応」大和総研（2016 年 3 月 3 日）1-9 頁参照。BIS（2015）
CommitteeonPaymentsandMarketInfrastructures,“DigitalCurrencies,”November2015.































































作業部会）は，2014 年 6 月仮想通貨に関する初のガイダンス “VirtualCurrencies:Key






















（30）松嶋隆弘「仮想通貨に関する法的諸問題～近時の裁判例を素材として～」税理 60 巻 14 号（平成 29 年）2-8
頁参照。なお判決の理論構成については，伊藤眞『破産法・民事再生法（第 3版）』有斐閣（2014 年）421 頁，
江頭憲治郎『商取引法（第 7版）』弘文堂（2013 年）255 頁，中島弘雅『体系倒産法Ⅰ（破産・特別清算）』
中央経済社（2007 年）425 頁。
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　米国では銀行業に進出せんとするFinTech 企業の増加を受け，2016 年 12 月通貨監督













すものとの見方がある（ベンチャーキャピタル PropelVenturePartners 社のパートナーRyanGilbert 氏）。
https://techcrunch.com/2016 / 09 / 29 /watson-financial-services-is-born-out-of-ibms-purchase-of-promontory-
financial-group/.







総研（2017 年 5 月 31 日）1-7 頁参照。佐藤広大「米OCCによるフィンテック企業への特別目的国法銀行免
許の付与構想を巡る議論」野村資本市場クォータリー2017 年秋号 1-10 頁。
―212―



















































　仮想通貨については，仮想通貨取引所大手から 2018 年 1 月 26 日保有していた仮想通貨
（NEM）が不正に外部へ送信され顧客からの預かり資産 5億 2,300 万 XEMが流出する事
故が発生した。2018 年 1 月 29 日金融庁はみなし仮想通貨交換業者（資金決済に関する法
律の一部改正に伴う経過措置 8条 1項・2項・3項）コインチェック株式会社に対し改正


















るコーポレート・ガバナンス－ 2003 年・2012 年アクションプランに基づく取組み－」。
 （2018.1.20 受稿，2018.2.23 受理）
（46）読売新聞 2018 年 2 月 13 日朝刊。利用者保護のため，資産の分別管理や相場操縦，インサイダー取引規制の
導入も検討すべきとする（京都大学教授・前日本銀行初代フィンテックセンター長岩下直之）。
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〔抄　録〕
　本稿は，金融業界のあり方を根底から変革する可能性のあるFinTech の関連法制につ
いて先行研究を基に最新の内容を取り纏め，現状の議論と問題点を整理したものである。
　我が国銀行法等の改正，更には仮想通貨とブロックチェーンの規制に至るまで各国規制
と域外適用およびエンフォースメント，規制機関の国際協力の必要性，国際金融規制改革
や金融システムに及ぼす影響と対応などについて独自の見解を交えつつ，考察を行った。
FinTech の技術革新は一層進展し，新しい規制の治験もみられるなど最終の姿を現時点
で予測することは難しいが，直近では仮想通貨の不正流出事件も発生する中，関連規制の
整合的かつ実効性のある検討・策定を短期的・中長期的視点の両面から各国規制当局が協
調して進めることが重要になる。論文掲載の貴重な機会を頂いた千葉商科大学には心から
感謝の意を表したい。
―215―
藤川信夫：FinTech 法制の現状と展望に向けて
